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【別紙】 

 

次の表の左欄に掲げる特定水産資源に関する令和４管理年度（令和４年４月１日から令和５年３月

31 日までの期間をいう。）における漁業法（以下「法」という。）第 16 条第１項に掲げる数量は、同

表の中欄に掲げる知事管理区分ついて、同表の右欄に掲げる数量とする。 

特定水産資源 知事管理区分 知事管理漁獲可能量 

くろまぐろ（小型魚） 鳥取県くろまぐろ漁業 4.4 トン 

鳥取県その他漁業 0.1 トン 

県留保枠 0.4 トン 

くろまぐろ（大型魚） 鳥取県定置網漁業 5.4 トン 

鳥取県その他漁業 0.1 トン 

県留保枠 0.6 トン 
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令和４管理年度のくろまぐろ管理について 

令和４年２月１６日 

 水   産   課  

 

○期間：令和４年４月１日から令和５年３月 31 日 

○当初配分枠：小型魚 4.9 トン、大型魚 6.1 トン 

（令和３年当初配分枠：小型魚 1.7 トン、大型魚 6.0 トン） 

○前管理年度当初に比べ増加した理由は、国の留保枠を減らし都道府県の配分を増加させたた

め。 

 

１ 令和４管理年度の当初配分（案） 

種類 知事管理区分 合計（トン） 配分量（トン） 配分の考え方 備考 

小
型
魚 

くろまぐろ漁業

（ひき縄等承認漁

業、定置網漁業） 
4.9 

4.4 

100％（※留保

枠、混獲管理

分を除く） 

前管理年度からの繰越し及び都

道府県間等の融通等により本県

の漁獲可能量が変更となった場

合については、鳥取県くろまぐ

ろ漁業の漁獲可能量を変更する

ものとする。  

その他の漁業 0.1 混獲管理分 

県留保枠 0.4 10％ 

大
型
魚 

定置網漁業 

6.1 

5.4 100％※ 前管理年度からの繰越し、都道

府県間の融通により配分された

漁獲可能量は、留保枠を除いた

全量を定置網漁業に配分する 

その他の漁業 0.1 混獲管理分 

県留保枠 0.6 10％ 

 

２ WCPFC（中西部太平洋まぐろ類委員会）年次会合の結果について 

（１）日程・場所 

日程： 令和３年 12 月１日（水）～７日（火） 

場所： ウェブ会議 

（２）参加国・地域 

日本、米国、EU、中国、太平洋島しょ国等の 26 か国・地域 

（３）結果概要 

・小型魚の漁獲枠は現状維持（日本：4,007 トン） 

・大型魚の漁獲枠 15%増加（日本：4,882 トン⇒5,614 トン（+732 トン）） 

 ・漁獲枠の未利用分の繰越率を 5%から 17%に増加の措置を 3年間実施。 

 ・小型魚枠の 10%を上限として、1.47 倍して大型魚へ振替できる措置を 3 年間実施。 

 

３ 水産政策審議会 資源管理分科会 くろまぐろ部会でとりまとめられた「令和４管理年度以降のく

ろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方」(一部抜粋) 

・国の留保枠について、当面の間は小型魚、大型魚ともに 100 トン程度とする。（R3 小型魚留保

枠：230 トン、R3 大型魚留保枠：125 トン） 

・小型魚の留保枠の削減等により生じる小型魚の数量については、沿岸漁業に配慮。 
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・大型魚について、WCPFC の基準年 2002-04 年を基本として、近年の漁獲実績を勘案して配分する

ものとし、混獲管理、資源評価に用いるデータ収集等への配慮については留保から配分。 

・継続的に資源の回復を図るため、400 トン以上を目標に小型魚から大型魚に漁獲可能量の振替え

を実施。 
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